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子どもたちのために、今私たちができることを！
2016年、自治労県職連合は未虐（児童虐待）対策に取り組みます！
様々な分野の県関係職員の仕事・経験・知識を結集し、総合的な対策を構築しよう！
24年連続で増加　神奈川県は全国で2番目

厚生労働省が昨年10月に発表した速報値によると、2014年に全国207か所の児童相談所が対応した児童虐待件数は88,931件で、1990年の1,101件と比べて実に81倍にのぼり、24年間連続で増加しています。
　横浜市、川崎市、相模原市、横須賀市所管分を含めた神奈川県全体では10,190件で、大阪府の13,783件に次ぐ全国第2番目の多さです。

神奈川県所管分だけで、この8年で倍増
　県が昨年5月に発表した児童虐待相談受付件数（県所管分）によると、2014年度は2,707件で2006年度の1,339件の倍以上です。
　虐待の内容別の割合は、「身体的虐待」が23.2％、「保護の怠慢ないし拒否」が24.5％、「心理的虐待」が51.8％、「性的虐待」が0.5％です。全国平均では、「身体的虐待」、「保護の怠慢ないし拒否」、「心理的虐待」がほぼ同様の割合ですが、神奈川県においては「心理的虐待」が突出しており、これは2006年度の18.8％から毎年増加しています。

　年齢層別では、「乳児」6.7％、「幼児」36.2％、「小学生」34.7％、「中学生」15.4％、「中学卒業以上」7.0％で、乳幼児の割合が42.9％です。

子どもたちのために必要な人員の配置を
　こうした中で児童相談所をはじめとした関係職員は、寝食を忘れ、身を粉にして働いています。

　しかし、児童虐待相談受付件数が8年間で倍増したにもかかわらず、対応すべき職員は全く足りません。

　厚木での問題を契機に、10名（内5名は臨任）増員されましたが、「焼け石に水」以下です。

　当局は、児童虐待問題に真剣に取り組むつもりがあるなら、神奈川の実情に合わせた人員配置をすべきことを、まず指摘しておきます。

県職員、県関係職員としてできることを
　自治労県職連合は、人員など労使交渉で要求すべきことは要求していく一方で、県職員・県関係職員として子どもたちのためにできることをみんなで議論し、政策提起していきたいと考えています。

　児童相談所の職員は、虐待の相談や通報などについては日々対応していますが、それだけでは、根本的に児童虐待を無くしていくことはできません。

どんな理由があろうとも、子どもを虐待することは許されないことですが、それを唱えているだけでは、児童虐待は無くなりません。

私たちは、現に虐待を受けている子ども達への対応とともに、虐待に至る前に、虐待の要因を解消すること、子どもだけでなく親も含めて、福祉的な観点だけでなく、生活に関わるすべての面から、対策を講じる必要があると考えます。到達目標は、児童虐待を未然に防ぐこと、つまり「未虐」です。
　県や県関係職場では、県民の生活に関わるあらゆる仕事をしています。

　福祉関係以外の職場の仲間からも、

・一時保護されている子どもに、少しでも勉強に興味を持ってもらうために、一時保護所で科学技術についての講座ができないか」（神奈川科学技術アカデミー（ＫＡＳＴ）職員）。

・虐待に関わる親が、非正規雇用で年収200万円台というケースも少なくないことについて、「職業能力開発という立場でやれることはないか」（職業訓練指導員）。という声も上がっています。

　自分たちが日々行っている仕事（過去に経験したものも含めて）で、児童虐待を無くしていくために直接・間接に役に立つことはないか、各分野の仕事で連携することによって一層効果をあげられることはないか、みんなで考え、知恵を出し合い、施策をつくり、総合対策としてつなぎ合わせていきたいと思います。


未虐対策キックオフ集会

私たち県関係職員にできることをみんなで考えよう！

○日　時　3月12日（土）13時30分から

○会　場　横浜ワールドポーターズ6階　会議室３

（横浜市中区新港2丁目2番1号）

　○内　容　・現場から報告

　　　　　　・グループ討議

　※管理職も含めて、組合員以外の方もご参加ください

２０１６年度部局別職員定数

	部局
	増　　要　　素
	減　　要　　素
	増減

	
	内　　　容
	増数
	内　　　容
	減数
	定　数

（昨年）

	政策　局
	
	＋４５
	
	△４１
	４

	
	・戦略的広報の推進

・政策推進業務の体制強化

・ヘルスケア・ニューフロンティア推進

・三浦半島魅力最大化プロジェクト推進

・その他業務増

・総務局、保健福祉局からの業務移管

・県民局からの業務移管
	５

２

７

２

５

３

２１
	・第5次地方分権一括法への対応終了

・国勢調査の終了

・その他業務見直し

・県民局への業務移管

・スポーツ局への業務移管

・産業労働局への業務移管
	△１

△１

△４

△２８

△６

△１
	４５１

（447）

	県政Ｃ
	
	＋３
	
	△３２
	△２９

	
	・三浦半島魅力最大化プロジェクトの推進

・広域農道整備業務の体制強化
	１

２
	・定数整理

・その他業務見直し

・環境農政局への業務移管
	△２６

△５

△１
	４０５

（434）

	総務　局
	
	＋２３
	
	△２２
	１

	
	・税務システムの再構築

・人事・給与システムの開発

・新文書管理システムの開発

・人事・企画業務の推進

・予算編成業務の体制強化

・地方公会計導入業務

・税務指導業務の体制強化

・その他
	５

２

１

４

２

３

１

５
	・派遣の引上げ等

・時限事業の終了

・業務見直し

・組織再編等

・政策局への業務移管
	△７

△３

△６

△５

△１
	１,１３６

（1,135）

	安全防災局
	
	＋２
	
	△３
	△１

	
	・箱根山火山研究体制の強化

・国への派遣
	１

１
	・その他業務見直し
	△３


	１５７

（158）

	県　民　局
	
	＋３７
	
	△３０
	７

	
	・保育士制度改革への対応

・少子化対策等への対応

・児童自立支援拠点の開設準備

・子どもの貧困対策への対応

・その他業務増

・政策局からの業務移管
	２

２

３

１

１

２８
	・特別児童扶養手当業務の指定都市への移管

・指導者育成業務の見直し

・その他業務見直し

・政策局へ業務移管
	△１

△１

△７

△２１
	６９４

（687）

	スポーツ局
	
	７１
	－
	 －
	７１

	
	・ラグビーワールドカップの推進

・高齢者、障害者のスポーツ推進

・オリンピック、パラリンピックの推進

・その他新規業務

・他局からの業務移管
	３

３

１６

１７

３２
	－
	 －


	７１

（－）

	環境農政局
	
	＋９
	
	△１６
	△７

	
	・箱根大涌谷周辺の安全対策

・農産物検査法業務の国からの権限移譲

・畜産業の「出口戦略」の推進

・ウィルス病性鑑定業務の体制強化

・他局からの業務移管
	１

１

１

１

５
	・食品表示法業務の指定都市への権限移譲

・大野山乳牛育成牧場の廃止

・業務見直し

・他局への業務移管
	△２

△８

△４

△２
	８７１

（878）

	部局
	増　　要　　素
	減　　要　　素
	増減

	
	内　　　容
	増数
	内　　　容
	減数
	定　数

（昨年）

	保健福祉局
	
	＋２８
	
	△３０
	△２

	
	・地域医療支援センターの運営

・ライフステージに応じた未病対策の全県展開

・肝炎対策推進計画及び肝炎医療費助成業務への対応

・民泊業務への対応

・動物愛護の推進

・看護専門学校の入学定員増等への対応

・寮運営の体制強化

・その他業務増

・環境農政局からの業務移管
	１

４

１

１

２

５

２

１０

２
	・神奈川県医師会派遣の引上げ

・汐見台病院移譲業務の見直し

・保健指導モデル事業市町村派遣の引上げ

・急性期重症者支援課程の休講

・民間活力の活用

・その他業務見直し

・政策局への業務移管

・スポーツ局への業務移管
	△１

△１

△５

△２

△２

△１５

△２

△２


	１,６９８

（1,700）

	産業労働局
	
	＋９
	
	△１３
	△４

	
	・産業技術センター独法化対応

・インバウンド観光の推進

・その他業務増

・政策局からの業務移管
	１

５

２

１
	・神奈川労働局への派遣引上げ

・閉校した職業技術校の管理業務の見直し

・その他業務見直し

・環境農政局への業務移管
	△１

△１

△７

△４
	６４０

（644）

	県土整備局
	
	＋１２
	
	△２６
	△１４

	
	・港湾施設のオリンピック関連業務への対応

・土砂災害特別警戒区域指定業務への対応

・不法係留船対策の体制強化

・その他業務増
	４

２

２

４

　　　
	・京浜臨海部基盤整備業務見直し

・広域幹線道路事業に係る受託事業の終了

・民間活力の活用

・その他業務見直し
	△３

△１３

△２

△８
	１,２３９

（1,253）

	会計　局
	
	５
	
	△７
	△２

	
	・各種システム開発対応

・新会計管理システムの初年度対応

・その他業務増
	１

２

２
	・新会計管理システム開発の終了

・その他業務見直し
	△６

△１


	８３

（85）

	
	
	
	知事部局計
	２４

	
	
	
	
	７，４４５

（7,421）

	教　育　局
	
	＋８
	
	△３２
	△２４

	
	・県立高校改革の推進

・インクルーシブ教育の推進


	６

２


	・スポーツ行政（学校体育関係を除く）の知事部局への移管

・県央方面特別支援学校開設準備の終了

・その他の業務見直し
	△２４

△６

　

△２
	７７６

（800）

	議会事務局
	増減なし

	人事委員会事務局
	増減なし

	監査事務局
	増減なし

	労働委員会事務局
	増減なし

	漁業調整委員会事務局
	増減なし


※　保健福祉局には保健福祉大学を含む。

スト批准投票
最終集約：2月17日（水）

☆未提出の方は早急に組合事務所まで
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